
事業番号 - - -

（ ）

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

地上デジタル放送への完全移行（地上アナログ放送終了）を実現するとともに、完全移行後の地上デジタル放送視聴環境整備を行うことにより、電波の有効
利用を促進することを目的とする。

地上放送課 課長　松井　正幸

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

電波法第103条の2第4項第10号、第12号、第12号の2、
第13号

関係する
計画、通知等

事業名
無線システム普及支援事業（地上デジタル放送への円滑な移
行のための環境整備・支援）

担当部局庁 情報流通行政局 作成責任者

事業開始年度 平成20年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 総務 21 0121

令和4年度行政事業レビューシート 総務省

地上デジタル放送への移行完了のためのアクションプラン
2010（デジタル放送への移行完了のための関係省庁連絡会
議、平成22年12月）

翌年度へ繰越し ▲ 2,173 ▲ 398 ▲ 311 -

- -

令和5年度要求

当初予算 2,212 1,355 1,106 1,106 1,105

補正予算 -

1,607 2,173 398 311 -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

地上デジタル放送への完全移行は円滑に完了。引き続き、地上デジタル放送への完全移行後の課題に対応するため、必要な環境整備・支援策を実施。具体
的には
①新たな難視恒久対策等の相談など、引き続き、デジタル化に関する問合せに対応する地デジコールセンター体制の整備
②デジタル難視世帯に対する対策の実施等、地デジ受信のための支援策の継続実施
③低所得世帯へのチューナー等支援等を実施した。
(補助率：①10/10、②1/2、2/3、10/10、③10/10)

実施方法 直接実施、委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 993 1,016 726

計 1,646 3,130 1,193 1,417 1,105

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

無線システム普及支援事
業費等補助金

1,068 1,068

電波監視等業務庁費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

45% 75% 66%

執行率（％） 60% 32% 61%

委員等旅費 0 0

34 34

電波監視等業務旅費 2 2

諸謝金 0.5 0.5

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 1,106 1,105

活動内容
（アクティビ

ティ）

地上デジタル放送を良好に視聴できない受信障害であるデジタル混信を解消又は防止するための対策及びデジタル混信対策に係る受信相
談・現地調査等を実施。

デジタル混信対策事業の
実施

デジタル混信対策事業の
採択件数

活動実績 1

国庫支出額（デジタル混信対策事業）／交付件数

797 394 455 757

計算式

件

件

百万円　/
件数

百万円

地区数

地区数

1 1 -

当初見込み 2 2 1 1 1

単位当たり
コスト

455/1 757/1

年度 年度

- -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

2

0
デジタル混信による難視地
区の解消

デジタル混信による要難視
解消地区数

成果実績 13 15

達成度 ％ -

-

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

797/1 788/2

中間目標 目標最終年度

- - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

13 - -

目標値 -

-



件

件

百万円

百万円　/
件数

世帯数

世帯数

地上デジタル放送への移行は、ひっ迫する電波の有効利用
の促進等を目的に国策で実施している。

地上テレビ放送は、国民にとって災害情報を含め生活等に
必要な情報を入手する重要な手段であり、視聴できない方
が生じないよう、国として必要な施策（本事業）を実施する必
要がある。

・電波の有効利用の促進等のため、デジタル難視世帯への
恒久対策等に必要な施策を実施するもの。
・また、地上テレビ放送は、国民にとって災害情報を含め生
活等に必要な情報を入手する重要な手段であり、視聴でき
ない方が生じないようにするために、優先度が高い事業であ
る。

○

福島原発避難区域におけ
る受信対策事業の実施

○

活動内容
（アクティビ

ティ）

福島原発避難区域等において避難区域解除等により帰還する世帯等が地上デジタル放送視聴環境を整備する際に整備費用の一部を補助す
る。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

令和3年度 4年度活動見込

1

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込
単位 令和元年度

当初見込み 1 1

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

- -

1 1 -

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 12 年度
令和元年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
デジタル混信長期電波測定の結果

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

311

計算式 161/1 193/1 239/1 311/1
国庫支出額（福島対策事業）／交付件数

単位当たり
コスト 161 193 239

8 - -

目標値 - - 0

福島原発避難区域におけ
る受信対策事業の採択件
数

活動実績 1 1

成果実績

1 1

31 43

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
福島原発避難指示区域に帰還する全ての世帯の難視解消を目標として設定

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.soumu.go.jp/main_content/000766421.pdf

該当箇所 2ページ目

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 Ｖ．情報通信（ＩＣＴ政策）

施策

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

５．電波利用料財源による電波監視等の実施

-

○

福島原発避難指示区域に
帰還する地上デジタル放送
難視世帯に対する恒久対
策の終了

福島原発避難指示区域の
要受信対策世帯数（当該年
度における対策残数）

達成度 ％ - - - - -



・引き続き、適正かつ効率的な執行に取り組むとともに、ホームページ等を活用した国民への分かりやすい説明や周知による透明性の確保に
努める。

・国民にとって災害情報を含め生活等に必要な情報を入手する重要な手段である地上テレビ放送を視聴できない世帯が生じないよう、国として
必要な施策を実施する必要がある。
・外国波を含む他の電波との混信の解消及び福島原発避難区域における受信対策を完了させるため、一般競争入札による契約や外部有識
者による事業計画等の評価を実施する等、効率的・効果的な事業執行が行われていると認められる。

高性能アンテナ対策を計画していた世帯において、他人所
有の土地にアンテナを設置する必要が生じ、複数の地権者
との調整が必要となることがあったため。また、間接補助で
あり、繰越時は全額繰越となるため。

民間事業者等が実施主体となる施策については、実施主体
から実績について定期的に報告を受けることにより進捗管理
を適切に実施。

本事業により整備された中継局設備、有線・無線共聴施設
及び受信設備等は、地上デジタル放送を受信するために十
分に活用されている。

補助事業により民間の創意工夫を活用するなど、効率的に
実施。

・地デジの伝搬状況等の調査を行う主体の選定に当たって
は、一般競争入札を行っている。
・その他の事業の実施主体の選定に際しては広く公募を行
い、事業の実施計画等について外部有識者による評価を実
施することで妥当性・競争性を確保している。

本件事業に要するコストの算定は実勢価格を参考に行い、
契約に当たっては一般競争入札あるいは公募を実施し、コス
トの削減に努めている。

福島原発避難区域の受信対策については、避難住民の帰
還状況に応じて迅速に対応する必要があるため、事務の権
限を東北総合通信局に委任し、効率的かつ効果的な取り組
みを実施している。
本事業の実施により地上デジタル放送視聴環境の整備が進
んでおり、成果目標の達成に寄与している。

民間事業者等が実施主体となる施策については、実施主体
から実績について定期的に報告を受けることにより進捗管理
を適切に実施。

翌年度への繰越しがあるものの、見込み件数と著しい差が
あるものではない。

デジタル混信の解消対策については、外国波や自然現象の
影響による異常伝搬など外部的要因により実施数が想定を
下回ったが、デジタル混信の発生状況に応じて事業を実施し
ており妥当である。また、福島原発避難区域の受信対策に
ついて、対策を実施した世帯数が想定を下回ったものである
が、避難住民の帰還状況に応じて事業を実施しているため
妥当。

地上デジタル放送への移行は、電波の有効利用の促進等を
目的とするものであることから、受益と負担の関係は妥当で
ある。

○

○

○

○

○

執
行
等
改

善 引き続き、交付先決定の際には公募を行い、外部有識者による評価会を実施するなどして、事業の効果や効率性に留意し執行を行うよう努める。

○

無

○

○

無

外部有識者の所見

点検対象外																																																	

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の

一
部
改
善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

改善の
方向性

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

○

○

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事

業
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐



-

平成25年度 0122

備考

事業仕分け第１弾
事業番号１-20　電波利用共益費用②　（１）地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援
評価結果 ： 予算要求の縮減（半額の縮減）
とりまとめコメント ： 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援については、当ワーキングとしては予算要求の半額の
　　　　　　　　　　　　縮減を結論としたい。 なお、半額以上を縮減すべき、施策のやり方を見直すべきとの意見があったことを付言する。
＜H２４公開プロセス（レビューシート番号：0116、事業名：無線システム普及支援事業（地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援）＞
評価結果 ：一部改善
とりまとめコメント：事業の効率的な執行、地デジ事業の効果の国民への分かりやすい説明、また、事業の実施に際しての透明性の確保に留意して取り組むことと
する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度

平成24年度 0166

0122

平成30年度 0107

令和元年度

平成28年度 0117

平成29年度 0119

平成26年度 0122

平成27年度 0120

令和3年度

令和2年度 総務省 0126

01252021 総務 20

総務省 0121



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

総務省
726百万円

地上デジタル放送への円滑な移行のた
めの環境整備・支援を実施

事務費
0.1百万円

Ａ.（一財）電波技術協会（１者）

32百万円

【一般競争入札】

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送の伝搬状況等の
実地調査を実施

職員旅費、委員等旅費、
諸謝金

【申請・補助】

福島原発避難区域における受信対策について
法人を通じて実施。また、補助金の円滑な執行
等のため、地方公共団体、住民等への説明等を
実施。

職員旅費、消耗品費、通信運
搬費等

事務費
0.6百万円

総合通信局等

239百万円

Ｂ.（一財）電波技術協会
455百万円

【申請・補助】

Ｄ．（一社）日本CATV技術協会
239百万円

デジタル混信を解消又は防止する
ための対策及びデジタル混信対策
に係る受信相談、現地調査、助成
金交付の業務等を実施

【随意契約（公募）】

Ｃ．株式会社等（３者）
336百万円

受信相談、現地調査業務等を実施

福島原発避難区域解除等により帰
還する世帯等が地上デジタル放送
視聴環境を整備するための支援を
実施

【随意契約（公募）】

E．株式会社ユアテック
104百万円

受信相談、デジタル受信環境調査、
新たな難視地区等への受信対策支
援等



支出先上位１０者リスト

A.

B

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（一財）電波技術協会 B.（一財）電波技術協会

費　目 使　途

- - - 助成費 デジタル混信対策に係る助成金 43

- - - 労務費 職員人件費 48

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

調査費
地上デジタル放送の伝搬状況等の現地調
査、データ分析等を実施

32 外部委託費

①マスプロ電工(株)に対するリパック事業に
おける実施支援業務の委託、②京セラコミュ
ニケーションシステム(株)に対する地上デジ
タルテレビ放送混信調査の委託、③ＮＨＫ営
業サービス(株)に対するデジタル混信受信
対応コールセンター業務の委託、④マスプロ
電工(株)に対する受信相談、現地調査業務
等の委託、

336

- - - 物品費 事務用品等購入 1

- - - 諸経費 周知広報費、役務費等 27

C.マスプロ電工㈱ D.（一社）日本CATV技術協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 32 計 455

- - - 諸経費 周知広報費、役務費等 21

- - - 助成費
地上デジタル放送受信環境整備に係る助成
費

93

運営経費 リパック事業における実施支援業務 153 外部委託
（株）ユアテックに対する「地上デジタル放送
視聴環境の整備事業」の業務の委託

104

- - - 物品費 事務用品購入費 4

- - - 労務費 職員人件費 17

E.株式会社ユアテック F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 153 計 239

運営経費
受信相談、デジタル受信環境調査、新たな
難視地区等への受信対策支援等を実施

104 - - -

計 104 計 0

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人電波
技術協会

2020005009933
地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送の伝搬状
況等の実地調査を実施

32
一般競争契約
（最低価格）

2 95.3％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人電波
技術協会

2020005009933

デジタル混信を解消又は防
止するための対策及びデ
ジタル混信対策に係る受信
相談、現地調査、助成金交
付の業務等を実施

455 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-



C

D

E

- -

2
京セラコミュニケー
ションシステム株式
会社

6130001012562
地上デジタルテレビ放送混
信調査を実施

119
随意契約
（公募）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
マスプロ電工株式会
社

1180001067276
リパック事業における実施
支援業務を実施

153
随意契約
（公募）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- - -4
マスプロ電工株式会
社

1180001067276
受信相談、現地調査業務
等を実施

24
随意契約
（公募）

-

3
エヌエイチケイ営業
サービス株式会社

6011001003968
デジタル混信受信対応コー
ルセンター業務を実施

40
随意契約
（公募）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -1
一般社団法人日本Ｃ
ＡＴＶ技術協会

4011105000483

福島原発避難区域解除等
により帰還する世帯等が地
上デジタル放送視聴環境を
整備するための支援を実
施

239 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社ユアテック 5440001005610
受信相談、デジタル受信環
境調査、新たな難視地区等
への受信対策支援等

104
随意契約
（公募）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率
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